（独立行政法人教員研修センター委嘱事業）
教員研修モデルカリキュラム開発プログラム
報　　告　　書
	プログラム名

	保護者との信頼関係に基づく安心・安全な学校づくりのための研修プログラム


	プログラム
の特徴

	　
県弁護士会並びに県警察本部と連携し、コミュニケーション技法や要求・意見等への対応法についての研修と、広義の危機管理に係る研修とを関連付け、保護者から信頼される学校づくりのための包括的な研修プログラムの開発を行う。


平成２３年３月
機関名：山形県教育委員会
連携先：山形県弁護士会・山形県警察本部
プログラムの全体概要
保護者との信頼関係を築くための研修 ＋ 安心・安全な学校づくりの研修
　　　・コミュニケーション技法　　　　　　　　　　・学校危機と法的対応
　　　・要求や意見への対応法　　　　　　　　　　　・犯罪被害防止と危機管理
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【開発プログラムにおける実践内容】
　　　　①現状把握のための取組み：学校と保護者とのかかわりに関するアンケート調査
　　　　　②研修講座の実施：新規採用教頭研修＋協力校における校内研修
　　　　　③「研修テキスト」の作成
Ⅰ　開発の目的・方法・組織
１．開発目的 
　近年、学校や教職員に対し保護者から様々な要求や意見が数多く寄せられるようになってきた。通例こうした要求や意見には、学校側が気付いていない情報や円滑な学校運営に役立つ示唆を含むものが多い。しかし一方で、学校が理不尽な要求等を突き付けられ、対応に苦慮する例も増加している。また、保護者の訴えに対し学校が適切な対応を取れない場合には、保護者の不満が学校に対する不信感につながることもあり、学校と保護者との関係がこじれ、問題の解決が困難になることも少なくない。
さらに、学校を取り巻く社会に目を向けると、「安心・安全」を脅かす状況が児童生徒を取り巻いている。インターネットや携帯電話の普及により、児童生徒と社会との接点が増え、児童生徒が様々な犯罪の被害者となる事例も増加の一途をたどっている。
このような問題は、解決に相当な時間と労力を要するために、しばしば通常の学校運営に支障をきたす。学校においては、こうした問題の予防や適切な対応のための確かな知識や技術の研修に対する要請が高まっている。
　こうした要請に応えるために、弁護士会や警察といった専門機関と連携して、それぞれの専門性を有機的に活かした研修プログラムを作成し、これを実施するものである。
２．開発の方法 
（１）アンケート調査による実態把握
　　プログラムの効果を高め、学校と保護者との信頼関係を強化していくためには、本県における両者の関係について、できる限り正確な実態把握を行うことが必要である。このため、教職員と保護者双方を対象に、アンケート調査（「学校と保護者とのかかわりに関するアンケート」）を実施する。　　
実施後は、直ちに調査結果を考察し、解決すべき課題を洗い出す。
（２）研修講座の実施
　　アンケート調査から洗い出された課題の解決に資するため、２系統の研修講座を企画・実施する。
	　①教育センターにおける集合研修
　　（管理職を対象とした研修講座において、講義を中心として実施する）
　②校内研修
　　（県内の小・中・特・高の各校種からそれぞれ１校を選び、「校内研修協力校」
として委嘱し、演習を中心として実施する）


（３）「研修テキスト」の作成と活用
　　実施した研修講座の成果をもとに「研修テキスト」を作成し、広く普及するとともに、長期にわたり研修講座等において活用することを目指す。
山形県教育センターでは、この「研修テキスト」を活用した研修講座を新たにプログラム化し、平成23年度より実施することとする。
３．開発組織
　本プログラムの開発に当たっては、連携先代表者と実施主体代表者からなる検討委員会を組織した。平成22年度の１年間に４回の委員会を開催し、プログラムの策定及び「研修テキスト」の内容等について検討を行った。
　検討委員会の原案作成をはじめとする事務に係る協議・調整等については、山形県教育委員会の代表者からなる事務局がこれにあたった。
開発の実務及び「研修テキスト」の編集に係る実務については、山形県教育センターの指導主事11名からなる所内担当者会がこれにあたった。
○検討委員会
	所　属
	職　名
	氏　名
	開発組織における役割

	山形大学
	講師
	関根　正明
	総合アドバイザー

	山形県弁護士会
	弁護士
	倉岡　憲雄
	検討委員

	山形県警察本部
生活安全部少年課
	調査官
	柴田　曜子
	検討委員

	山形県教育センター
	所長
	兼子　健三郎
	検討委員長

	同　上
	副所長
	伊勢　牧子
	検討委員


○事務局
	所　属
	職　名
	氏　名
	備　考

	山形県教育庁総務課教職員室
	室長補佐
	土屋　淳二
	

	山形県教育庁義務教育課
	課長補佐
	中井　義時
	

	山形県教育庁高校教育課
	課長補佐
	石川　真澄
	

	山形県教育センター
	副所長
	伊勢　牧子
	兼検討委員

	同　上
	主任指導主事
	大山　慎一
	主担当

	同　上
	指導主事
	阿部　智通
	副担当

	同　上
	指導主事
	鈴木　義彦
	研修担当


○所内担当者会
	所　属
	職　名
	氏　名
	備　考

	山形県教育センター
	主任指導主事
	大山　慎一
	兼事務局主担当

	同　上
	指導主事
	阿部　智通
	兼事務局副担当

	同　上
	同　上
	鈴木　義彦
	兼事務局研修担当

	同　上
	同　上
	長沼　政直
	

	同　上
	同　上
	高野　浩男
	

	同　上
	同　上
	須藤　　真
	

	同　上
	同　上
	鬼海　武俊
	

	同　上
	同　上
	齋藤　　真
	

	同　上
	同　上
	大竹　　純
	

	同　上
	同　上
	尾﨑　　惣
	

	同　上
	同　上
	齋藤　秀志
	


Ⅱ　開発の実際とその成果 
１．アンケートによる実態調査の実施
　開発に際し本県の実態を把握するため、アンケート調査を実施した。以下はその概要である。
（１）名称：「学校と保護者とののかかわりに関するアンケート」（保護者用・教職員用）
（２）対象：山形県内の公立小学校・中学校・特別支援学校・高等学校から選ばれた14校
　　　　　　の保護者約3000名及び教職員約400名
（３）実施期間：平成22年9月初旬～下旬
（４）調査内容：
【保護者用】
　　　この調査への回答数は3,025名（回答率73.2％）で、本県公立学校に通学する児童生徒の全保護者の約３％に当たる。このアンケートの調査項目は次のとおり。
	　１　お子さんとの続柄は何ですか。
　　ア 父　　　イ 母　　　ウ その他（お書きください：　　　　　　　　　）
　２　お子さんが現在通っている学校はどれですか。
　　ア 小学校　　　イ 中学校　　　ウ 特別支援学校　　　エ 高等学校
　３　お子さんは現在何年生ですか。
　　ア １年生　　イ ２年生　　ウ ３年生　　エ ４年生　　オ ５年生　　カ ６年生
特別支援学校の場合は学部もお書きください。　（　　　　　　部）


	４　お子さんの、学校での学習や生活のようすについて知っていますか。
　　ア 知っている　　イ だいたい知っている　　ウ あまり知らない　　エ 知らない
　５　お子さんの学校には、どのくらい行っていますか。
　　ア よく行く　　　イ 行くこともある　　　　ウ あまり行かない　　エ 行かない
　（５でアまたはイと答えた方にお聞きします）
　６　お子さんの学校に行くのは、どのような機会ですか。
　　ア 授業参観日や行事　　　　イ ＰＴＡなどの集まり
　　ウ 相談があるとき　　　　　エ 子どものようすが見たいとき
　７　お子さんの学校の教育について、全体的に満足していますか。
　　ア 満足している　イ だいたい満足している　ウ やや不満である　 エ不満である
８　【複数回答可】　お子さんの学校の教育について、評価している分野をあげてください。いくつあげてもかまいません。
　 ア 授業や学習指導　　　イ 学校行事　　　ウ ＰＴＡ活動　　　エ 部活動
　　オ 学級経営　　　　カ 学年経営　　　　キ 生徒指導　　　　ク 進路指導
　　ケ 給食　　　　コ 健康管理や安全指導　　　　サ 集金関係
　　シ その他（具体的にお書きください）
　９　【複数回答可】　お子さんの学校の教育について、課題があると思う分野をあげ
てください。いくつあげてもかまいません。
　 ア 授業や学習指導　　　イ 学校行事　　　ウ ＰＴＡ活動　　　エ 部活動
　　オ 学級経営　　　　カ 学年経営　　　　キ 生徒指導　　　　ク 進路指導
　　ケ 給食　　　　コ 健康管理や安全指導　　　　サ 集金関係
　　シ その他（具体的にお書きください）
　10　これまで「課題がある」と感じた意見を、学校に何らかの方法で伝えてきました
か。
　　ア その都度必ず伝えてきた　　　　　　イ 伝えたことの方が多い
　　ウ 伝えなかったことの方が多い　　　　エ 全く伝えてこなかった
（10でア～ウと答えた方にお聞きします）
　11　意見を伝えた際の学校の対応について、どう感じましたか。
　　ア 満足した　イ ある程度満足した　ウ やや不満だった　エ 非常に不満だった
（11でアまたはイと答えた方にお聞きします）
　12　満足に感じたのは、どのような対応についてですか。
（11でウまたはエと答えた方にお聞きします）
　13　不満を感じたのは、どのような対応についてですか。
　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	14　今後、学校に対して要望や意見をもつことがあったら、学校に直接伝えようと思い
ますか。
　　ア 積極的に伝えようと思う　　　　　　イ 内容によっては伝えようと思う
　　ウ あまり伝えようと思わない　　　　　エ 伝えようと思わない
（14でアまたはイと答えた方にお聞きします）
　15　要望や意見は、特にどの立場の教職員に伝えたいと思いますか。その理由もお書きください。
　　ア 校長　　　　イ 教頭　　　　ウ 学年主任　　　　エ 担任
　　オ その他（具体的にお書きください）
（14でウまたはエと答えた方にお聞きします）
　16　学校に要望や意見を直接伝えようと思わないのはなぜですか。
　17　【複数回答可】　学校との信頼関係を強めるためには、どのようなことが大事だと思いますか。いくつあげてもかまいません。
　　ア 学校側からの情報提供　イ 保護者が学校に行く機会を増やすこと　
ウ 授業改善　　エ ＰＴＡ活動の強化　　　　オ 家庭訪問　　　　カ 保護者側の学校に対する理解　　キ その他（具体的にお書きください）
　18　学校と保護者とのよりよい関係づくりについて、御意見がありましたらお聞かせください。


【教職員用】
　この調査への回答数は396名（回答率98.8％）で、本県公立学校の全教職員の約４％に当たる。このアンケートの調査項目は次の通りである。
	１　勤務校の校種は何ですか。
　　ア 小学校　　　　イ 中学校　　　　ウ 特別支援学校　　　　エ 高等学校
　２　現在勤務校における職名は何ですか。
　３　保護者とのかかわり方が難しくなってきていると感じたことがありますか。
　　ア 強く感じる　　イ ある程度感じる　　ウ あまり感じない　　エ 感じない
　４　保護者から対応に苦慮する要望や意見が寄せられたことはありますか。
　　ア よくある　　　イ 時々ある　　　　　ウ あまりない　　　　エ ない
（４でアまたはイと答えた方にお聞きします）
　５　【複数回答可】　対応に苦慮する要望や意見は、どのようなことに関する内容が多いですか。
　　ア 授業や学習指導　　　イ 学校行事　　　ウ ＰＴＡ活動　　　エ 部活動
　　オ 学級経営　　　　カ 学年経営　　　　キ 生徒指導　　　　ク 進路指導


	　　ケ 給食　　　　コ 健康管理や安全指導　　　　サ 集金関係
　　シ その他（具体的にお書きください）
　６　保護者からの要望や意見に対応する上で、最近において困っていることがあれば、具体的にお書きください。
　７　これまでにもっとも対応に苦慮した要望や意見の事例と、それに対する具体的な対応について教えてください。
　８　保護者からの要望や意見に対応するための力量向上のための研修があるとしたら、どのようなことを学びたい（管理職の場合：教職員に学ばせたい）ですか。
　９【複数回答可】　保護者との信頼関係を強めるためには、どのようなことが大事だと思いますか。大事だと思うものをあげてください。いくつあげてもかまいません。
　　ア 学校側から情報提供　　イ 保護者が学校に来る機会を増やすこと
　　ウ 授業改善　　　エ ＰＴＡ活動の強化　　　オ 家庭訪問
　　カ 保護者側の学校に対する理解　　　キ その他（具体的にお書きください）
　10　学校と保護者とのよりよい関係づくりについて、御意見をお聞かせください。



（５）結果と考察：
このアンケート調査の結果については、本プログラムの成果物「研修テキスト」を参照さ
れたい（成果物は山形県教育センターのホームページで閲覧・入手可能）。ここでは結果の一
部のみを紹介する。
	【保護者用アンケートの集計結果から】
　・８５％が、子どもの学校の教育にある程度満足していると回答。
・８１％が、「課題がある」と感じた意見を必ずしも学校に伝えてこなかったと回答。
・４３％が、意見を伝えた際の学校の対応に不満を感じたと回答。
・７８％が、今後要望や意見をもつことがあったら内容によっては学校に伝えると回答。
・８２％が、要望や意見は担任に伝えたいと回答。
・子どもの学校の教育について、プラス・マイナスいずれの評価も「授業や学習指導」
に最頻値。
　・学校との信頼関係を強めるために大事なこととして、「学校側からの情報提供」に
最頻値、次に「保護者側の学校に対する理解」。


	【教職員用アンケートの集計結果から】
　・８２％が、保護者とのかかわり方が難しくなってきていると回答。
  ・５１％が、保護者から対応に苦慮する要望や意見が寄せられたことがあると回答。
・対応に苦慮する要望や意見の内容として、「生徒指導」に最頻値、次に「部活動」、「授業　　　
や学習指導」と続く。
・保護者との信頼関係を強めるために大事なこととして、「学校側からの情報提供」に
　　最頻値、次に「保護者側の学校に対する理解」。


　　アンケート調査の結果から、本県においては、保護者の学校教育に対する満足度はかなり高く、学校とコミュニケーションをとることに対する意欲にも高いものがあると言える。また、保護者にとっては、担任が最も重要な学校との接点であることがわかる。しかし、実際に意見等を伝えることには抵抗を感じる傾向が高く、学校にとって保護者との信頼関係を築くための鍵は、いかにしてこうした保護者の思いや考えを受け止め、協力を引き出すかにあると言えそうである。
　　一方、本県教職員も保護者とのかかわり方に困難を感じ始めていることがわかる。しかし、
保護者から寄せられた要望や意見への対応に苦慮した経験をもつ教職員はまだ半数程度に止
まっており、全国的な傾向に比べれば、本県の学校と保護者との関係は全体的に良好であると
言えそうである。
　学校と保護者の信頼関係を築く鍵が、第一に「学校側からの情報提供」、第二に「保護者側の学校に対する理解」であるとする傾向は、保護者と教職員との間で一致しており興味深い。
　こうした考察から、本プログラムは、学校と保護者との良好な関係を維持・強化しつつ、今
後増加が予想される様々な問題の発生をいかに予防していくか、また不測の事態に適切に対応
するための備えをいかに整えるかという基本姿勢で進めていく必要があると考えられる。
これを踏まえ、第1回検討委員会では、対保護者コミュニケーションの力量を高める研修と、
保護者に安心してもらえる学校づくりのための研修の二本柱を本プログラムの骨格と定め、
様々な取組みの出発点とした。
２．研修講座の実施
保護者とアンケート調査から洗い出された課題の解決に資するため、２系統の研修講座を企
画・実施した。
	（１）教育センターにおける集合研修
　　・「新規採用教頭研修・教員倫理研修」（講義を既存の研修に埋め込み）
（２）校内研修
　　①「保護者と信頼の絆を結ぶコミュニケーションの研修」（演習）
　　②「保護者が安心する対応法の研修」（演習）
　　③「安心・安全な学校づくりの研修」（演習）


（１）新規採用教頭研修・教員倫理研修
○研修の背景やねらい
　　　　校長を支え学校運営の要となる教頭は、保護者対応の窓口となることが多い。問題発生時は解決の陣頭指揮を執る立場でもある。
この研修では新規採用教頭に対し、いかにして保護者との信頼関係を構築し、学校づくりの土台としていくかという課題意識をもたせるとともに、このことについて考える際の基礎的な概念形成を行う。
○対象（人数）、期日及び日程、会場、講師及び講義題
	対象（人数）
	期日・日程
	会　場
	講師及び講義題

	新規採用教頭（45人）
	10月26日（火）
9：30～11：00
	県教育センター講堂
	山形大学講師・元東京都公立中学校長
関根　正明　氏
「保護者との信頼関係に基づく安心・
安全な学校づくり」


○研修項目の内容及び配置
　　既存の研修に、新しいコマとして当講義（90分）を配置した。
○研修項目の主な内容
・信頼関係の基本とコミュニケーションの要諦
・可視化の重要性
・クレーム社会における管理職の心構え
・保護者のクレームにかかわる（考え方ガイド）
・ある中学校校長の場合
○実施上の留意事項 
　　講義内容を「研修テキスト」の巻頭素材として使用する。
○研修の評価方法、評価結果 
　　評価方法：講座受講者全員に対するアンケート
　　評価結果：Ａ～Ｄの４段階で評価
	Ａ(大変よい)
	Ｂ（よい）
	Ｃ（あまりよくない）
	Ｄ（よくない）

	８０％
	２０％
	０％
	０％


　（受講者の声より）・信頼関係を築くには「まずこちらから」という言葉が印象に残った。
　　　　　　　　　 ・「触れ合い＝知らせ合い」という私にとって新しい視点をいただいた。
　　　　　　　　   ・教頭としての地域や教職員とのかかわりについて示唆をいただいた。
○研修実施上の課題 
　　　　実践的要素をいかにして加えるか（一部に演習も取り入れるなどして）。
（２）協力校における校内研修
○研修の背景やねらい
　　　　研修の重要性は十分に理解しながらも、多忙化の問題や予算的な制約などから、学校の教職員が教育センター等における集合研修に参加することが難しくなっている傾向がある。しかし、本プログラムがカバーする問題状況はあらゆる学校に共通するものである。
そこで、本プログラムは、対保護者コミュニケーションの研修と保護者が安心する学校づくりの研修のコンテンツを「演習用資料」としてパッケージ化し、教育センターから学校に出前してOJTの形で実施することにより、学校の研修ニーズに応えることをねらうものとする。また、プログラムの成果物となる「研修テキスト」作成のために、成果と課題をモニターすることもねらいとする。
○対象（人数）、期日及び日程、会場、講師及び演習テーマ
	対象（人数）
	期日・日程
	会　場
	講師及び演習テーマ

	高等学校校長
及び教員
（45名）
	10月15日（金）
14：00～15：30
	県立寒河江高等学校
	県教育センター指導主事3名
「いざという時の緊急対応・体制について」

	特別支援学校
教員
（38名）
	11月9日（火）
15:40～17:00
	県立ゆきわり養護学校
	県教育センター指導主事3名
「保護者対応の事例に基づく　ケースメソッド」

	小学校校長　
及び教員
（24名）
	11月15日（月）
15:15～17:00
	山形市立第九小学校
	県教育センター指導主事3名
「『真意』を引き出すための受容と共感」

	中学校校長
及び教員
（23名）
	11月15日（月）
14:40～16:30
	東根市立神町中学校
	県教育センター指導主事3名
「保護者対応の事例に基づく　ケースメソッド」


　　○実施上の留意事項
　　　　成果と課題を踏まえ修正した演習コンテンツを「研修テキスト」の素材として使用する。
○研修の評価方法、評価結果
　　評価方法：受講者全員に対するアンケート（記述式）
　　　　【成果と課題】（講師となった県教育センターの指導主事等の総括より）
　　　　　《成　果》
・管理職と非管理職が混在する集団を対象とした危機管理演習が可能であることが
わかった。（寒河江高）
・演習が危機管理意識を高めるのに有効であることがわかった。（寒河江高）
　　　　　　・ロールプレイ演習は、ベテラン教員の力が活かされ若手教員の学びの場としても
有効であることがわかった。（ゆきわり養護）
・コミュニケーション研修の基礎として「傾聴」を取り上げることが有益である
ことがわかった。（山形九小）
　　　　　　・対保護者コミュニケーションについての気付きを共有し理解を深める上で、ワー
クショップ型研修が有効であることがわかった。（山形九小）
　　　　　　・保護者からの具体的要望について校内で検討するための演習として効果的である
ことが立証できた。（神町中）
　　　　　　・演習プログラムの修正すべき点を知ることができた。（神町中）
　　　　　《課　題》
　　　　　　・ワークショップ的手法の理解に時間がかかるので、作業内容や手順については、明確に伝える必要がある。（寒河江高）
　　　　　　・事例のストーリーは、事実関係を吟味・整理して、同一イメージを共有できるようにする必要がある。（寒河江高）
　　　　　　・多様な考えは出されるが、収束が難しいといったワークショップ型研修のデメリ
ットも明らかになった。（ゆきわり養護）
　　　　　　・80分で二つの演習をこなすのは厳しかった。最低でも一つの演習に60分は確保
する必要がある。（ゆきわり養護）
　　　　　　・受講者の経験値が高い学校では、より高度で実践的な活動が求められる。幅広い
ニーズに対応できる多様な演習パッケージの開発が必要である。（山九小）
　　　　　　・取扱いし易いワークシート様式への修正。（神町中）
　　　　　　・各班の検討事項の共有化や振り返り。（神町中）
　　　　　　・ワークショップ型研修への慣れが必要であること。（神町中）
３．「研修テキスト」の作成
　本プログラムの成果と課題を可視化し、研修コンテンツのパッケージとして平成23年度から活用するために「研修テキスト」を作成した。その概要は次の通りである。
【研修テキスト概要】
はじめに（検討委員長・山形県教育センター所長　兼子健三郎）
　特別寄稿（山形大学講師・元東京都公立中学校長　関根正明氏）
序章　研修の進め方等について
　第１節　研修プログラムのねらい
　第２節　校内研修の進め方
　第３節　研修テキスト使用上の注意
第Ⅰ章　保護者と信頼の絆を結ぶコミュニケーションの研修　【校内研修・初任者研修】
第１節　保護者は学校にどのような対応を求めているのか
　　　　（県内保護者対象のアンケート調査から）
第２節　保護者とよりよい関係づくりに必要なもの
第３節　第Ⅰ章の演習
演習１　「真意」を聞き出すための受容と共感
演習２　電話対応・面談対応のロールプレイ
第Ⅱ章　保護者が安心する対応法の研修　【校内研修・管理職研修】
第１節　学校は保護者からのどのような要求や意見に困っているのか
　　　　（県内教職員対象のアンケート調査から）
第２節　初動（第１次対応）と修正（第２次対応）
第３節　要求や意見のタイプ別対応法
第４節　学校で対応すべき限界を超えている場合の対処法
第５節　第Ⅱ章の演習
演習３　事例に基づくケースメソッド
演習４　解決策を探るロールプレイ
　　　　　　　　　ケースA  学校に非があると考えられる場合
ケースB  学校に非がないと考えられる場合
ケースC  明らかに理不尽な要求を迫られる場合
第Ⅲ章　安心・安全な学校づくりの研修　【校内研修・管理職研修】
第１節　学校危機と法的対応について
演習５　学校事故に関する法規演習
第２節　ネット関連犯罪や様々な犯罪被害の防止について
演習６　ネットや携帯関連犯罪防止に関するワークショップ
演習７　著作権に関するワークショップ
第３節　危機管理意識の高揚と実際の対応について
演習８　いざという時の緊急対応・体制について
第Ⅳ章　資料編
第１節　保護者からの要求や意見への対応早見表
第２節　演習ワークシート集
第３節　相談先一覧
第４節　参考文献
Ⅲ　連携による研修についての考察 
１．連携を推進・維持するための要点
　連携先である山形県弁護士会並びに山形県警察本部に対しては、本プログラムの組織体制構築に際し、平成22年度のプログラム開発に係る連携協力と併せ、平成23年度以降の連携協力についても文書で依頼し、次の内容について了解を得た。
	（１）平成22年度
①「研修プログラム作成会議」及び「研修テキスト会議」への出席
②上記会議において、法的根拠や対応についての助言及び監修
（２）平成23年度以降
①平成22年度に作成したテキストを基に、講座の講師
　　②必要に応じ、下記について連携して対応
　　　ア）懸案事項への対処方法の協議相談
イ）テキストの改訂


２．連携により得られる利点
専門機関と連携することにより、様々な問題状況を学校や教職員とは異なる視点から捉え直すことが可能になるとともに、各連携先の専門性を取り入れることで問題解決の方法や手段における選択肢が広がる。
本プログラムにおいては、保護者対策や学校事故対策の研修企画に対し県弁護士会から法規演習の監修を、様々な犯罪被害防止の研修企画に対し県警本部から最新の情報提供を受けることができた。また、４回の検討委員会における本プログラム策定の全般にわたり、それぞれの専門性を活かした指導・助言を得ることができた。
なお、平成23年度以降についても協力を依頼したことにより、一定期間協力関係が維持され、プログラムの修正や「研修テキスト」の改訂等に、今後も連携先の専門性が活かされる見通しである。
　また、このたび構築した協力関係が維持されることにより、３機関がそれぞれ担っている青少年の健全育成や公共性・市民性形成の機能が強化されることが期待される。
３．今後の課題等
　平成22年度に実施した本プログラムの成果と課題は、「研修テキスト」として結実し、平成23年度以降の山形県教員研修体系に基づく教員研修において活用が図られていくこととなった。教育センターにおける集合研修、各教育事務所等を単位に教育センターから指導主事を派遣して実施する訪問研修、そして各学校単位で主体的に計画して実施する校内研修からなる三つの異なる研修系統の整備を通して、「学校と保護者との信頼関係構築」と「安心・安全な学校づくり」という大きな教育課題の解決のための道筋を提示できたことが、最大の成果であると言える。
しかし、本プログラムの実効性の検証については、今後の課題として残された。山形県教育センターは、平成23年度以降、各研修講座の効果測定を行うとともに、ユーザーである学校及び教職員の意見やアイディアを積極的に取り入れ、学校の困り感や地域社会の現実的要請により的確に応えることができるよう、研修プログラムの改善を進めていかなければならない。
山形県教育センターは、このことを具現化するためにホームページ上で「研修テキスト」を公開し、ユーザーとの双方向のコミュニケーションを図りながら本プログラムに対する評価の把握に努める一方、ユーザーの意見やアイディアをもとにワークシート等のコンテンツを適宜修正し、アップロードしていく予定である。このことにより、成果物である「研修テキスト」を学校現場にとってより有用性の高いものにすることができ、ひいては本プログラムの効果を長く維持・強化していくことができるものと考えられる。
Ⅳ その他 
[キーワード]    　コミュニケーション、保護者対応、危機管理
[人数規模]      　D （補足事項：教育センターにおける集合研修1回及び校内研修４回）
[研修日数(回数)] 　A（補足事項：テーマごとのアラカルト方式）
【問い合わせ先】 
〒994‐0021  山形県天童市大字山元字犬倉津2515
山形県教育センター（カリキュラムサポートプラザ）
TEL　023‐654‐2155 (代表)　　FAX  023‐654‐2159
URL  http://www.yamagata-c.ed.jp　（HPから「研修テキスト」の閲覧・入手可能）
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